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個別注記表

I 重要な会計方針に係る事項に関する注記

1.資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産

未成工事支出金は個別法による原価法、材料貯蔵品は主として移動平均法によつております。

2.固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産 (リ ース資産を除く)

定率法によつております。

但し、平成 10年 4月 以降に取得した建物 (建物付属設備を除く)並びに平成 28年 4月 1日 以

降に取得した建物付属設備及び構築物については定額法によっております。

(2)無形固定資産 (ジ ース資産を除く)

定額法によっております。

(3)リ ース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るジース資産はジース期間を耐用年数とし、残存価額

をゼロとする定額法によつております。

3.賞与引当金の計上基準

従業員の賞与支給に備えるため次回従業員賞与支給見込額を計上しております。

4.収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準 (工

事進捗度の見積は原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

5,その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1)消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によつております。

(2)連結納税制度の適用

当事業年度より新 日鐵住金l初

'を

連結納税親会社とする連結納税制度を適用しております。

Ⅱ 表示方法の変更

「『税効果会計にかかる会計基準』の一部改正」(企業会計基準第 28号平成 30年 2月 16日 )を当

事業年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債

の区分に表示する方法に変更しております。

Ⅲ 当期純損益額

当期純利益 73,753,392円


